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研究成果の概要（和文）：本研究は、冷戦後の国際秩序において広域越境地域協力(サブリージョン)の果たす役
割の重要性に着目してきた。その一つ、拡大メコン圏（Greater Mekong Subregion）では、当事国・周辺国の国
家戦略と結びつき、緊張的あるいは協調的なフィールドとなりうる事実が観察された。研究調査を通じてさらに
明らかとなったのは、拡大メコン圏発展に伴う中国、タイ、ベトナム等における中央・地方関係の変化と多様な
非国家行為体の関与である。その結果でもある「下」からの新たな越境的公共空間の拡大が、主権国家体系と安
全保障秩序を変容させつつある実態も部分的に確認された。

研究成果の概要（英文）：This study focuses on the importance of the role of regional cross-border 
cooperation (subregions) in the international order after the Cold War. One of them, the Greater 
Mekong Subregion(GMS), was linked to the national strategies of neighboring countries, and 
difficulties as well as areas for cooperation were observed. The research findings show changes in 
national and local government relations and the involvement of various non-state actors in China, 
Thailand, Vietnam, and other countries that occurred with the development of the GMS. Consequently, 
the expansion of a new cross-border public space from the "bottom" has transformed the sovereign 
state system and the security order, and the changes have been partially confirmed in the GMS.

研究分野：国際関係論
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１．研究開始当初の背景 
本研究チームは、冷戦後の国際秩序にお
いて広域越境地域協力(サブリージョン)の
果たす役割の重要性に着目し、欧州のみな
らず東南アジアや北東アジアにおける広域
越境地域協力の実態 把握に取り組んでき
た。EU の統合の進展が国家の一部と一部
を結びつけるような広域越境地域協 力を
可能にするというこれまで主流であった考
え方に対して、GMS では、EUのような国
家の上 位機構による統合は進展していな
くてもサブリージョナルレベルでの動きが
みられること、また サブリージョンは整序
的な「入れ子」状ではなく、階層性のない
融通無碍な状況で、世界各地で みられるこ
とを実証的に明らかにした。(平成 18年~20
年度 科研費・基盤研究(B)「EUガバ ナン
スと東アジア共同体―地域ガバナンス間の
国際連携モデル構築―」、研究代表者・多
賀秀敏)。 
その研究成果を踏まえて、それぞれの地
域におけるサブリージョンのガバナンスに
着目し、広 域越境地域協力における協力の
メカニズムを明らかにすることに取り組ん
だ。そこで得られた知見は、すでに明らか
にしている地理的な空間における(水平的
な)階層性の不在と同時に、意思決定のプロ
セスにおける(垂直的な)階層性の不在であ
る。すなわち、意思決定における国家と下
位地域との間の階層性はなく、地域を「政
策容器」としてその地域に関わるあらゆる
ステークホルダーを取り込んでいきながら
地域協力をすすめていくというガバナンス
のあり方である。こ の知見は、欧州におい
てマルチレベル・ガバナンスとして上位地
域・国家・下位地域の間の権限分与の問題
とみなされてきた考え方に対して、実証的
な立場から修正を迫るものであった。(平成 
21 年~平成 23 年 科研費 基盤研究(B)「グ
ローバル時代のマルチレベル・ガバナン
ス:EU と東アジアのサブリージョン比較」、
研究代表者・多賀秀敏)。 
これまでの研究成果は、サブリージョン
の自立的な性格を明らかにしてきた。しか
し他方で、 広域越境地域協力はそれぞれの
国の国益と必ずしも一致するわけではなく、
地域の国家間関係とも緊張的な状況にある。
それゆえに、今後の研究の視点は、広域越
境地域協力が現在の国際社会 の何を変化
させているのか、変化させることはできて
いないのか、すなわち国際秩序に与えるイ 
ンパクトと国際秩序との相互作用の分析を
も網羅しなければならない。サブリージョ
ンの有効性を問う本研究の試みは、この疑
問に答えることであり、国家間関係の縺れ
から有効な突破口を見出すことができない、
日本・アジア諸国間の国際関係への見直し
につながる課題である。 
 
 

２．研究の目的 
（1） ボトムアップ機能の検証 
広域越境地域協力のガバナンスでは、自
治体や NGOの役割が肝要である。しかし
GMSにおいては欧州と比べて非国家アク
ターの形成が未熟と認識されてきたが、長
期的なタイムスパンでみれば、これらの団
体が政策策定の過程に関わることで成長し
てきたことが確認されている。また、越境
的な移動が日常的な生活空間においては、
国境線は排他的なものから親密圏の拡大の
ためのゲートウェイという役割を果たして
いる。これらのボトムアップ機能を明らか
にすることによって、越境地域協力が国家
間関係とは別の国際関係を形成しているこ
と、それゆえに、サブリージョンに視点を
据えた時、国際秩序の意味は既存の認識と
大きく異なっていることが明らかになる。 
（2） 国家戦略との関係の分析 
サブリージョンの活動は自立的ではある
が、他方で当事国・周辺国の国家戦略と密
接に結びついている。すなわち、越境地域
協力は地域統合や拡大のプロセスのなかで
作られていくとの視点が重要である。アジ
アにおけるサブリージョナルな動きも、ま
た、日本の将来の発展にとって不可欠であ
ると指摘されており、東アジアにおけるサ
ブリージョンが日本の国家戦略と結びつい
ていることがわかる。他方で、日本にとっ
ては GMSや北東アジアの地域協力の強化
は、近接地域 に対して影響力を拡大しつつ
ある中国に対するカウンターバランスとい
う側面を持っているが、中国にとっては親
密圏的な領域の拡大ともなっている。それ
ゆえに、本研究ではサブリージョンの自立
的なガバナンスと国家戦略の影響との間の
緊張・共振関係を比較・分析することによ
って、越境地域協力の国際秩序における役
割・機能を明らかにする。 
（3） 理論構築 
サブリージョン研究は地域によってその
実態が大きく異なるために、汎用性・普遍
性のある理論構築はなされていない。その
大きな理由は EU という他の地域ではみら
れない上位機構の下 にある欧州モデルに
依拠しているからである。本研究では、GMS
モデルを中心に考察することによって、EU
のような上位機構が存在せずとも広域越境
地域協力が進展するケースについて、説明
力の高いモデルを提示することが可能にな
る。 
 
３．研究の方法 
本研究では、学際的アプローチを通じてア
ジア型モデルとしての GMS の実証研究を行
う。その実態は急速に変化しているために、
その進展を確認するために、国境周辺地域
における調査を継続し定期的な定点観察を
行う必要がある。その際、欧州サブリージ
ョンの視点も加味しつつ、地域の論理を見



逃さないために、世界的な GMS 研究拠点で
あるチェンマイ大学現地研究者との意見交
換を重視する。さらに既存の国際秩序との
緊張・共振という観点から、関係する政府
や国際機関へのヒアリングを進め連携を図
る。 
 
４．研究成果 
本研究が注目してきたのは、サブリージ
ョンの国際秩序に与える影響である。拡大
メコン圏では、サブリージョンが当事国・
周辺国の国家戦略と結びつき、緊張的ある
いは協調的なフィールドとなりうる事実が
観察された。研究調査を通じてさらに明ら
かとなったのは、サブリージョンの発展に
伴う中国、タイ、ベトナム等における中央・
地方関係の変化と多様な非国家行為体の関
与である。その結果でもある「下」からの
新たな越境的公共空間の拡大が、主権国家
体系と安全保障秩序を変容させつつある実
態も部分的に確認された。 
個別の成果としては、例えば研究代表は
これまでのフィールドワークの成果の一部
として、ＧＭＳにおける跨境簡易化の観点
から、ミャンマーと中国国境そのものへの
観察・記述・分析および交通インフラ整備
に関する実態の進展についてまとめた
（「GMS におけるミャンマーの位置づけ－
中緬国境の現状と展望」『早稲田大学社会
科学総合研究』第 16 巻第 1号） 
また、これまでの研究成果を Routledge
社より「THE NEW INTERNATIONAL RELATIONS 
OF SUB-REGIONALISM:ASIA AND EUROPE」と
して出版することが決定した。その前段階
として和文による報告書を作成した。 
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